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平成２５年６月１１日決定 名古屋高等裁判所 

平成２５年(ラ)第１８９号 保全処分申立却下決定に対する即時抗告事件 

（原審・津地方裁判所四日市支部平成２５年(ヨ)第１１号）  

主    文 

      １ 原決定を取り消す。 

      ２ 抗告人が本決定送達の日の翌日から１週間以内に相手方のために

１２０万円の担保を立てることを条件として，抗告人の相手方に対

する別紙請求債権目録記載の債権の執行を保全するため，相手方所

有の別紙物件目録Ａ記載の土地建物を仮に差し押さえる。 

      ３ 原審及び当審の手続費用は相手方の負担とする。 

理    由 

第１ 抗告の趣旨及び理由 

別紙即時抗告状（写し）のとおり(別紙省略) 

第２ 事案の概要 

本件は，抗告人が，抗告人申立てに係る津地方裁判所四日市支部平成２５年

(ヲ)第２号建物収去申立事件における相手方所有の建物収去のための代替執行

実施費用として６０５万７０２３円が見込まれるので，同代替執行により，同

事件の執行債務者である相手方に対して同額の費用償還請求権を取得すること

になるとして，これを被保全債権として相手方所有の不動産に対する仮差押命

令の申立て（以下「本件申立て」という。）をした事案である。 

原審が本件申立てを却下したため，抗告人が即時抗告をした。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 被保全債権について 

  (1) 記録によれば，相手方は，抗告人と相手方ほか１名間の津地方裁判所四

日市支部平成２３年(ワ)第２８０号建物撤去土地明渡等請求事件の調書判決

及び名古屋高等裁判所平成２４年(ネ)第１４１号同請求控訴事件の判決によ
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り，抗告人に対し，別紙物件目録Ｂ記載１の建物のうち同目録記載２の土地

上にある部分（以下「本件建物部分」という。）の収去を命じられたこと，

抗告人は，平成２５年２月，津地方裁判所四日市支部に対し，上記の調書判

決及び判決を債務名義として，相手方に対して，民事執行法１７１条１項に

基づき，「抗告人の申立てを受けた執行官は，本件建物部分を債務者の費用

をもって収去することができる。」との本件建物部分収去代替執行申立て

（同支部平成２５年(ヲ)第２号建物収去申立事件）をするとともに，同条４

項に基づき，「相手方は，あらかじめ本件建物部分を収去するための費用と

して６０５万７０２３円を支払え。」との代替執行費用支払命令申立て（同

支部平成２５年(ヲ)第３号事件）をしたこと，抗告人は，本件建物部分収去

の代替執行費用を複数の建築業者に見積もらせたところ，６０５万７０２３

円の見積額が最低額であったことが認められる。 

    上記事実によれば，抗告人は，上記建物収去申立事件について同条１項所

定の決定（授権決定）を得て，同決定に従って本件建物部分収去の代替執行

をした場合（以下，この代替執行を「本件代替執行」という。）には，同代

替執行費用として上記６０５万７０２３円の支払義務を負担し，その支払に

より執行債務者である相手方に対して同額の費用償還請求権を取得するもの

というべきである。 

    したがって，抗告人が被保全債権として主張する本件費用償還請求権は，

未だ現存してはいないが，抗告人が上記建物収去申立事件について同条１項

所定の決定（授権決定）を得て，同決定に従って本件建物部分収去の代替執

行をし，同代替執行費用として上記６０５万７０２３円の支払をすることに

より相手方に対して取得することとなる債権であって，その発生の基礎とな

る法律関係は既に存在しているものということができる。 

    そして，このように，被保全債権としての債権自体が未だ発生していない

場合であっても，同債権発生の基礎となる法律関係が既に存在しているとき
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には，これが現実に発生したときの同債権の執行を保全するための必要が認

められる限り，仮差押えの被保全債権としての適格を有するものというべき

である。 

(2) なお，仮差押命令は，民事訴訟の本案の権利の実現を保全するために発

せられるものであるから（民事保全法１条参照），原則として民事訴訟にお

ける本案の訴えを予定しない権利を被保全債権とする仮差押命令の申立ては

許されないと解される（同法３７条参照）。 

  そこで，この点について更に検討するに，抗告人主張の被保全債権は，前

記のとおり本件費用償還請求権であるところ，これは私法上の請求権である

から，民事訴訟によりその権利の確定を図ることができるものと解するのが

相当であり，したがって，民事訴訟における本案の権利としての適格を有す

る。 

もっとも，本件費用償還請求権において償還請求の対象となっている費用

は本件代替執行費用であって，民事執行費用としての性質を有するところ，

民事執行法は，民事執行費用に関して，その簡易迅速な実現を目的として，

民事訴訟による手続と比較してより簡易に債務名義を取得することができる

特別の手続として，同法４２条４項による執行費用額確定手続を設けてお

り，抗告人は本件代替執行実施後において同条同項に従って執行裁判所に対

して本件代替執行費用について執行費用額確定申立てをすることにより，執

行債務者である相手方に対する債務名義となる，本件費用償還請求権を内容

とする執行費用額確定決定を得ることができるから，特段の事情のない限り

は，本件費用償還請求権に基づき，相手方を被告として民事訴訟を提起して

も，訴えの利益がなく，不適法な訴えとなるものというべきである。 

    したがって，特段の事情のない限り，抗告人において，相手方を被告とし

て適法に本件費用償還請求権を確定するための民事訴訟を提起することはで

きないのであるが，これは，民事執行法がこれに代わる特別の手続として執
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行費用額確定手続を設けていることによるものであるから，このような場合

には，抗告人による上記執行費用額確定申立ては，民事訴訟における本案の

「訴え」ではないものの，なおこれに準じるものとして，民事保全法３７条

１項にいう「本案の訴え」に該当するものと解するのが相当である。このよ

うに解さないと，本件費用償還請求権のような執行費用の償還請求権につい

て，保全の必要があっても，民事執行費用について簡易迅速な回収の実現を

図るための制度として執行費用額確定手続が存在するという，その理由で，

かえって，その執行を保全する方途がない結果となるという不合理が生じる

のである。 

   そうすると，本件申立てについて，それが民事訴訟における本案の訴えを

予定したものでないということはできない。 

２ 仮差押えの必要について 

  一件記録によれば，相手方の所有不動産の状況等から，抗告人が本件代替執

行実施により取得することになる本件費用償還請求権について，その執行を保

全するために相手方所有の別紙物件目録Ａ記載の土地建物を仮に差し押さえる

必要があることが一応認められる。 

３ まとめ 

  以上の次第であるから，抗告人が本決定送達の日の翌日から１週間以内に相

手方のために１２０万円の担保を立てることを条件として，本件申立てを認容

するのが相当である。 

第４ 結論 

   よって，本件申立てを却下した原決定は相当でないから，これを取り消し

て，主文のとおり決定する。 

   平成２５年６月１１日 

     名古屋高等裁判所民事第３部 
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        裁判長裁判官   長   門   栄   吉 

 

           裁判官   内   田   計   一 

 

           裁判官   片   山   博   仁 
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別 紙 

          請求債権目録 

  抗告人が津地方裁判所四日市支部平成２５年(ヲ)第２号建物収去申立事件にお

ける授権決定に基づく建物収去代替執行をした場合に取得する，抗告人の相手方

に対する代替執行費用償還請求権６０５万７０２３円 

                                （以 上） 

 

別 紙 

          物件目録Ａ（省略） 

 

(以 上) 

別 紙 

          物件目録Ｂ（省略） 

(以 上) 


